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次期環境配慮行動促進アプリケーション導入手配及び保守等業務委託仕様書 

 
１ 業務の名称 
   次期環境配慮行動促進アプリケーション導入手配及び保守等業務 
 
２ 業務委託期間 
  契約締結日から令和 8 年 3 月 31 日まで 
   （アプリケーションの運用期間：令和 7 年 9 月 1 日から令和 8 年 3 月 31 日まで（予定）） 
 
３ 履行場所 
  宮城県内一円 
 
４ 業務委託の目的 
  本業務は、宮城県（以下「県」）が運用している環境配慮行動促進アプリ「eco チャレンジみ

やぎ（以下「現行アプリ」）」の後継として、ユーザーエクスペリエンスの向上や継続的なアプ
リの利用につながる機能を備えた新たなアプリケーションの導入を通じて、みやぎゼロカーボン
チャレンジ 2050 戦略に定める 2030 年目標（温室効果ガス排出量 2013 年度比 50％削減）達成
に向け、県民の具体的な行動変容をより強力に促すとともに、アプリケーションを介した環境配
慮行動の促進により一層の温室効果ガス削減効果を得ることを目的とする。 
 

５ 業務の内容 
（１）次期環境配慮行動促進アプリケーションの開発 

  次の①～⑤までを満たすアプリケーションを開発すること。 
   ① 次のイ～ヘの機能を有し、LIFF（LINE Front-end Framework）上で実行されるウェブアプ

リを開発すること 
    イ 日本語に対応していること 
    ロ ユーザーが無償で使用可能であること 
    ハ システムから出力した二次元コードを読み取ることにより、ユーザー毎にアプリ内で使

用可能なポイント（以下「ポイント」）及び二酸化炭素排出削減量のデータを蓄積できる
こと 

    ニ アンケートへの回答によりポイントの付与が実施できること 
    ホ ポイントを使用してインセンティブが当たる抽選に参加できること。 
    ヘ 環境イベント等の情報をユーザーに通知できること（LINE による通知でも可） 
   ② 開発するウェブアプリの各機能は以下のとおりであること 
    イ 二次元コード読み取りによるポイント付与 
    ⅰ) 協力店舗に設置するための二次元コードを 20 種程度発行し、画像データで納品するこ

と 
    ⅱ）イで使用する二次元コードは、付与するポイント数を 1～100 ポイントの範囲で任意に

設定可能であること 
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      ロ アンケート回答によるポイント付与 
ⅰ）アンケート内容は任意に変更可能であり、かつ 5 種類以上のアンケートを同時に実施

可能であること 
ⅱ）アンケートの回答内容を県が確認できるようにするとともに、カンマ区切り（CSV）

ファイルによる一括出力を可能とすること 
   ハ ユーザーへの通知 

ユーザーに対し、お知らせの通知が可能であること（LINE 公式アカウントからの通知で
も可、通知数は 40,000 通/月程度を想定） 

   ニ 実績の表示 
ユーザー毎の累計温室効果ガス削減量、保有ポイント数を数値で表示するほか、削減量

の段階に応じ、グラフィックを 5 種類程度表示可能であること 
     ホ アクティブユーザーの把握 

    指定期間中にアプリ起動、ポイント取得等の行動を実施したユーザー数を CSV ファイル
の出力等により集計できること。 

   ヘ インセンティブの付与 
ⅰ）貯めたポイントを使用した抽選により、インセンティブを付与可能であること 
ⅱ）インセンティブの当選率は 1％、5％、10％、25％、50％、75％、100％の 7 通りとす

ること 
ⅲ）インセンティブのは、10 種類以上を設定すること（固定のものを 8 種程度設定、年１

～2 回程度の追加または入れ替えを行う場合がある） 
ⅳ）インセンティブの当選者には、アプリケーション上から別途県が用意する当選者情報の

入力フォームへ誘導すること。 
   ③ 当該アプリ運営用の LINE 公式アカウントを開設し、当該アカウント内のメニューからウ

ェブアプリの起動を可能とすること 
   ④ 宮城県内の市町村の LINE 公式アカウント内から、当該アプリの起動または、③で開設し

た LINE 公式アカウントへの遷移ができるよう、各市町村へ配布可能なソースコード、デ
ィープリンク等を作成すること。 

   ⑤ 開発したウェブアプリを公開するための審査に対応し、ユーザーがウェブアプリを利用可
能な状態にすること。 

（２）デザインデータの納品 
ウェブアプリ開発に必要なグラフィック等のデザインを行い、Adobe Illustrator 等で作成した

ベクターファイルを納品すること。 
（３）現行アプリからのユーザー引継ぎ 
   現行アプリのユーザー約 18,000 人分のユーザーデータの引継ぎを実施すること。 

なお、引継ぎにあたり必要な現行アプリユーザーの ID、パスワード、ポイント保有状況等の
情報は、県から支給する 

（４）管理画面操作マニュアルの作成 
   ウェブアプリの運営を行ううえで必要な操作を記載したマニュアルを作成し、県及び県がウェ

ブアプリの運営及び広報を委託した事業者（以下、「事務局」）に対し提供すること。 
（５）ウェブアプリの保守管理 
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   ① 契約期間中、ウェブアプリの運用に支障がないよう、ウェブアプリの保守管理を実施する
こと。（通知の発信等のソースコードの編集が必要無い作業は事務局が実施する） 

      ② 障害が発生した際に速やかに復旧が行えるよう、サーバ内のコンテンツデータ及びデータ
ベース内の全データについて、週１回以上の定期的なバックアップを行い、過去３回分の
バックアップデータを保存すること。 

 
６ その他留意事項  

（１）受託者は、受託業務を適切に遂行できるための業務運営体制を確保すること。 
（２）受注者は、各業務の実施前に計画書を作成し、発注者に協議すること。 
（３） 受託者は、業務遂行に当たり、県へ月１回程度、進歩状況の報告を行うこと。また、県

が必要と認めるときは、業務の実施状況について、何時でも受託者に対し報告を求めるこ
とができる。 

（４）受託者は、委託期間を通じて、県と緊密な連携、調整を図り、業務遂行が円滑に行われる
よう配慮すること。また、業務に関する打ち合わせ等を実施した際は、記録簿を作成し、
相互に確認すること。 

（５）本業務による成果又は成果物の著作権（二次的著作物をつくる権利及び利用する権利を含
む。）は県に帰属し、受託者は県および第三者に対し著作者人格権を行使しないものとする。
また、県は本業務の成果物を必要な範囲において随時利用できるものとする。 

（６）著作権、肖像権等に関して、権利者の許諾が必要な場合は、受託者において必要な権利処
理を行うこと。 

（７）受託者は、「別記１ 情報セキュリティ特記事項」及び「別記２ 個人情報取扱特記事項」
を遵守すること。 

（８）大規模災害の発生等により業務の遂行が困難になった場合は、代替的な対応又は中止等に
ついて県に協議すること。 

（９）仕様書に定めは無いものの、本業務を遂行する上で必然的に対応が必要となる事象が発生
した場合には、受注者が責任を持って対応すること。その他、仕様書に定めが無い事象に
ついては、その都度県と受託者が協議して対応を決定するものとする。 

（10）受託者は、業務遂行に当たり、ペーパーレス化など環境配慮に努めること。また、国等に
よる環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成 12 年法律第 100 号）第６条に基づく
「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」で規定された「判断の基準」に適合する物
品の調達に努めること。 

 
７ 成果の確認 

（１）事業成果は、成果物及び業務完了報告書により確認する。 
（２）業務完了報告書 

① 提出期限 令和８年３月 31 日（火） 
② 提出部数 電子データ：１部、冊子：１部 
③ 提出先 宮城県環境生活部環境政策課 
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別記１ 
情報セキュリティ特記事項 

 
（責任体制の整備） 
第１ 受注者は、本業務の情報資産の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その

体制を維持しなければならない。 
 （作業責任者等の届出） 
第２ 受注者は、情報資産の取扱いに係る作業責任者及び作業従事者を定め、書面により発注者

に報告しなければならない。 
２ 受注者は、情報資産の取扱いに係る作業責任者及び作業従事者を変更する場合の手続を定め

なければならない。 
３ 受注者は、作業責任者又は作業従事者を変更する場合は、事前に書面により発注者に報告し

なければならない。 
４ 作業責任者は、本特記事項に定める事項を適切に実施するよう作業従事者を監督しなければ

ならない。 
５ 作業従事者は、作業責任者の指示に従い、本特記事項に定める事項を遵守しなければならな

い。 
 （作業場所の特定） 
第３ 受注者は、情報資産を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を定め、業務の着手前に

書面により発注者に報告しなければならない。また、作業場所を変更する場合も同様とする。 
２ 受注者は、発注者の事務所内に作業場所を設置する場合は、作業責任者及び作業従事者に対

して、所属名等が分かるように身分証明書等を常時携帯させなければならない。 
 （派遣労働者等の利用時の措置） 
第４ 受注者は、本業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行わせる場合は、

正社員以外の労働者に本特記事項に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 
２ 受注者は、発注者に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任を

負うものとする。 
 （教育の実施） 
第５ 受注者は、情報資産の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、本特記事項における

作業従事者が遵守すべき事項その他本業務の適正な履行に必要な教育及び研修を、作業従事者
全員に対して実施しなければならない。 

２ 受注者は、前項の教育及び研修を実施するに当たり、実施計画を策定し、実施体制を確立し
なければならない。 

 （守秘義務） 
第６ 受注者は、本業務の履行により直接又は間接に知り得た情報を第三者に漏らしてはならな

い。また、契約期間満了後又は契約解除後も同様とする。 
２ 受注者は、本業務に携わる作業責任者及び作業従事者に対して、秘密保持に関する誓約書を

提出させなければならない。 
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 （再委託） 
第７ 受注者は、本業務を第三者へ委託（以下「再委託」という。）してはならない。ただし、本

業務の一部をやむを得ず再委託する必要がある場合は、再委託先の名称、再委託する理由、再
委託して処理する内容、再委託先において取り扱う情報、再委託先における安全性及び信頼性
を確保する対策並びに再委託先に対する管理及び監督の方法を明確にした上で、業務の着手前
に、書面により再委託する旨を発注者と協議し、その承諾を得なければならない。 

２ 前項ただし書により、本業務の一部をやむを得ず再委託する場合、受注者は、再委託先に本
特記事項に基づく一切の義務を遵守させるとともに、発注者に対して、再委託先の全ての行為
及びその結果について責任を負うものとする。 

３ 受注者は、再委託先との契約において、再委託先に対する管理及び監督の手続及び方法につ
いて具体的に規定しなければならない。 

４ 受注者は、再委託先に対して本業務を委託した場合は、その履行状況を管理・監督するとと
もに、発注者の求めに応じて、管理・監督の状況を発注者に対して適宜報告しなければならな
い。 

 （情報資産の管理） 
第８ 受注者は、本業務において利用する情報資産を保持している間は、次の各号の定めるとこ

ろにより、情報資産の管理を行わなければならない。 
(１) 施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理の可能な保管室で厳重に情報資産を保管

すること。 
(２) 発注者が指定した場所へ持ち出す場合を除き、情報資産を定められた場所から持ち出さない

こと。 
(３) 情報資産を電子データで持ち出す場合は、電子データの暗号化処理又はこれと同等以上の保

護措置を施すこと。 
(４) 事前に発注者の承認を受けて、業務を行う場所で、かつ業務に必要最小限の範囲で行う場合

を除き、情報資産を複製又は複写しないこと。 
(５) 情報資産を移送する場合は、移送時の体制を明確にすること。 
(６) 情報資産を電子データで保管する場合は、当該データが記録された媒体及びそのバックアッ

プの保管状況並びに記録されたデータの正確性について、定期的に点検すること。 
(７) 情報資産を管理するための台帳を整備し、情報資産の利用者、保管場所その他の取扱状況を

当該台帳に記録すること。 
(８) 情報資産の紛失、漏えい、改ざん、破損その他の情報セキュリティインシデント（以下「イ

ンシデント」という。）を防ぎ、機密性、完全性及び可用性の維持に責 任を負うこと。 
(９) 作業場所に、私物のパソコン及び外部記録媒体、その他の私物を持ち込んで、情報資産を取

り扱う作業を行わせないこと。 
(10) 情報資産を利用する作業を行うパソコンに、情報の漏えいにつながると考えられる業務に関

係のないアプリケーションをインストールしないこと。 
 （目的外利用及び第三者への提供の禁止） 
第９ 受注者は、本業務において利用する情報資産について、本業務以外の目的で利用してはな
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らない。また、発注者に無断で第三者へ提供してはならない。 
 （情報資産の受渡し） 
第 10 受注者は、発注者との情報資産の受渡しに関しては、発注者が指定した手段、日時及び場

所で行った上で、発注者に情報資産の預り証を提出しなければならない。 
 （情報資産の返却、消去及び廃棄） 
第 11 受注者は、本業務の終了時に、本業務において利用する情報資産について、発注者の指定

した方法により、返却又は廃棄を実施しなければならない。 
２ 受注者は、本業務において利用する情報資産を消去又は廃棄する場合は、事前に消去又は廃

棄すべき情報資産の項目、媒体名、数量、消去又は廃棄の方法及び処理予定日を書面により発
注者に申請し、その承認を得なければならない。 

３ 受注者は、情報資産の消去又は廃棄に際し、発注者から立会いを求められた場合は、これに
応じなければならない。 

４ 受注者は、本業務において利用する情報資産を廃棄する場合は、当該情報が記録された電磁
的記録媒体の物理的な破壊その他当該情報を判読不可能とするのに必要な措置を講じなけれ
ばならない。 

５ 受注者は、情報資産の消去又は廃棄を行った後、消去又は廃棄を行った日時、担当者名及び
消去又は廃棄の内容を記録し、書面により発注者に報告しなければならない。 

 （定期報告及び緊急時報告） 
第 12 受注者は、発注者から、情報資産の取扱状況について報告を求められた場合は、直ちに報

告しなければならない。 
２ 受注者は、情報資産の取扱状況に関する定期報告及び緊急時報告の手順を定めなければなら

ない。 
 （監査及び検査） 
第 13 発注者は、本業務に係る情報資産の取扱いについて、本特記事項の規定に基づき、必要な

措置が講じられているかどうかを検証及び確認するため、受注者及び再委託先に対して、監査
又は検査を行うことができる。 

２ 発注者は、前項の目的を達するため、受注者に対して必要な情報を求め、又は本業務の処理
に関して必要な指示をすることができる。 

 （インシデント時の対応） 
第 14 受注者は、本業務に関し、インシデントが発生した場合は、そのインシデントの発生に係

る帰責の有無にかかわらず、直ちに発注者に対して、当該インシデントに関する情報の内容、
件数、インシデントの発生場所、発生状況を書面により報告し、発注者の指示に従わなければ
ならない。 

２ 受注者は、インシデントが発生した場合に備え、発注者その他の関係者との連絡、証拠保全、
被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ適切に実施するために、緊急時対応計画を
定めなければならない。 

３ 発注者は、本業務に関しインシデントが発生した場合は、必要に応じて当該インシデントに
関する情報を公表することができる。 
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別記２ 
個人情報取扱特記事項 

（基本的事項） 
第１ 受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約に係る業務（以下「業務」という。）

の実施に当たっては個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わ
なければならない。 

（善管注意義務） 
第２ 受注者は、個人情報が記録された記録媒体を善良な管理者の注意をもって使用し、及び保管

し、当該個人情報の消滅、改ざん等の事故が発生しないよう必要な措置を講じなければならない。 
（秘密の保持） 
第３ 受注者は、業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に知らせてはならない。業務が終了

し、又はこの契約を解除された後においても、同様とする。 
（個人情報管理責任者等） 
第４ 受注者は、業務における個人情報の取扱いに係る管理責任者（以下「個人情報管理責任者」

という。）及び業務に従事する者（以下「業務従事者」という。）を定め、書面により発注者に報
告しなければならない。 

２ 受注者は、前項の個人情報管理責任者及び業務従事者を変更する場合は、事前に書面により報
告しなければならない。 

３ 個人情報管理責任者は、個人情報取扱特記事項（以下「特記事項」という。）に定める事項を
適切に実施するよう業務従事者を監督しなければならない。 

４ 業務従事者は、個人情報管理責任者の指示に従い、特記事項に定める事項を遵守しなければな
らない。 

（作業場所の特定） 
第５ 受注者は、個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を定め、あらかじめ発注

者に報告しなければならない。 
２ 受注者は、作業場所を変更する場合は、事前に発注者に報告しなければならない。 
（個人情報の持ち出しの禁止） 
第６ 受注者は、発注者の指示又は事前の承諾がある場合を除き、個人情報を作業場所から持ち出

してはならない。 
（収集の制限） 
第７ 受注者は、業務を行うために個人情報を収集するときは、業務を達成するために必要な範囲

内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 
（個人情報の目的外利用及び提供の禁止） 
第８ 受注者は、発注者の指示がある場合を除き、業務に関して知り得た個人情報を契約の目的以

外のために利用し、又は発注者の書面による承諾なしに第三者に貸与又は提供してはならない。 
（漏えい、毀損及び滅失の防止等） 
第９ 受注者は、業務に関して知り得た個人情報の漏えい、毀損及び滅失の防止その他の個人情報

の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 
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（教育の実施） 
第 10 受注者は、業務に従事している者に対して、在職中及び退職後においても当該契約による

事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない
こと、及び特記事項における業務従事者が遵守すべき事項その他業務の適切な履行に必要な事項
について、教育及び研修を実施しなければならない。 

（資料の返還等） 
第 11 受注者は、業務を処理するために、発注者から引き渡された、又は受注者自らが収集し、

若しくは作成した個人情報が記録された資料は、業務完了後直ちにかつ、確実に廃棄するものと
する。ただし、発注者が別に指示したときは当該方法によるものとする。 

（複写又は複製の禁止） 
第 12 受注者は、業務を処理するために発注者から引き渡された個人情報が記録された資料等を

発注者の書面による承諾なしに複写又は複製してはならない。 
（個人情報の運搬） 
第 13 受注者は、業務を処理するため、又は業務完了後において個人情報が記録された資料等を

運搬する必要があるときは、個人情報の漏えい、紛失又は滅失等を防止するため、受注者の責任
において、確実な方法により運搬しなければならない。 

（再委託の承諾） 
第 14 受注者は、業務に関して知り得た個人情報の処理を自ら行うものとし、発注者が書面によ

り承諾した場合を除き、第三者にその取扱いを委託してはならない。なお、再委託した業務を更
に委託する場合以降も同様とする。 

２ 受注者は、前項の規定による承諾を受ける場合は、再委託先の名称、再委託する理由、再委託
して処理する内容、再委託先において取り扱う情報、再委託先における安全性及び信頼性を確保
する対策並びに再委託先に対する管理及び監督の方法を明確にした上で、業務の着手前に、書面
により再委託する旨を発注者に協議し、その承諾を得なければならない。 

３ 前項の場合、受注者は再委託先に本契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、発注者に
対して、再委託先の全ての行為及び結果について責任を負うものとする。 

４ 受注者は、再委託先との契約において、再委託先に対する管理及び監督の手続及び方法につい
て具体的に規定しなければならない。 

５ 受注者は、再委託先に対して業務を委託した場合は、その履行状況を管理・監督するとともに、
発注者の求めに応じて、管理・監督の状況を発注者に対して適宜報告しなければならない。 

（実地調査） 
第 15 発注者は、受注者が業務に関して取り扱う個人情報の利用、管理状況等について、随時実

地に調査することができる。 
（指示及び報告等） 
第 16 発注者は、受注者が業務に関して取り扱う個人情報の適切な管理を確保するため、受注者

に対して必要な指示を行い、又は必要な事項の報告若しくは資料の提出を求めることができる。 
（事故発生時の対応） 
第 17 受注者は、業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、その事故の発生に係
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る帰責の有無にかかわらず、直ちに発注者に対して、当該事故に関わる個人情報の内容、件数、
事故の発生場所、発生状況等を書面により報告し、発注者の指示に従うものとする。 

２ 発注者は、業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて当該事故に
関する情報を公表することができる。 

 


